
◎道路整備特別措置法及び独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構法の一部を改正する法律 
（令和五年六月七日法律第四三号）   

一、 提案理由（令和五年三月二九日・衆議院国土交通委員会） 

○斉藤（鉄）国務大臣 ただいま議題となりました道路整備特別措置法及び独立行政法

人日本高速道路保有・債務返済機構法の一部を改正する法律案の提案理由につきまして

御説明申し上げます。 

 高速道路について、近年道路構造物の点検を強化したことにより重大な損傷の発見が

相次いでいることから、道路構造物の抜本的な性能回復を図る更新事業を推進する必要

があるとともに、国土強靱化等の社会的要請を踏まえ、四車線化等の必要な事業につい

ても推進する必要があります。また、あわせて、高速道路料金の未払いがあった場合の

事後徴収の強化や、サービスエリア及びパーキングエリアの機能の高度化を図っていく

必要があります。 

 このような趣旨から、この度、この法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、高速道路の更新事業等に必要な財源を確保するため、料金徴収期間を延長す

ることとしております。あわせて、債務の返済を確実に行うため、債務返済期間を設定

することとしております。 

 第二に、高速道路料金について、車両の運転者又は使用者に請求できることを明確化

するとともに、高速道路株式会社等が、軽自動車及び二輪車の車両の使用者の情報を取

得することができることとしております。 

 第三に、サービスエリア及びパーキングエリアにおける利用者の利便の確保に資する

施設と一体となった駐車場の整備に対して、新たな財政支援を行うこととしております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由であります。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（令和五年四月六日） 

○木原稔君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、高速道路等の適正な管理及び機能の強化を図るため、所要の措置を講じよう

とするもので、その主な内容は、 

 第一に、高速道路の更新事業等に必要な財源を確保するため、料金徴収期限を最長で

令和九十七年九月三十日まで延長できることとするとともに、債務返済を確実に行うた

め、その期間を五十年以内に設定すること、 

 第二に、高速道路等の料金を車両の運転者又は使用者に請求できることを明確化する

こと、 



 第三に、高速道路の通行者等の利便の確保に資する施設と一体となった駐車場の整備

に対して、新たな財政支援を行うこと 

などであります。 

 本案は、去る三月二十八日の本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員

会に付託され、翌二十九日斉藤国土交通大臣から趣旨の説明を聴取しました。四月四日

質疑に入り、同日参考人から意見を聴取し、昨五日質疑を終了しました。 

 質疑終了後、本案に対し、立憲民主党・無所属及び国民民主党・無所属クラブから、

それぞれ修正案が提出され、趣旨説明を聴取いたしました。 

 次いで、討論を行い、採決いたしました結果、両修正案は否決され、本案は賛成多数

をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月五日） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを

期すべきである。 

一 本法施行後に追加する更新等のための事業については、協定変更時における点検技

術等を前提に、必要とされる事業のみを対象とし、当該事業の必要性及び合理性につ

いては、償還計画の前提となる高速道路の維持管理、更新等のライフサイクルコスト

の算定及び推計が適切か、費用対効果が高いものかの観点から評価すること。また、

その結果については、随時公表すること。 

二 老朽化した高速道路の維持管理、更新に関し、人口減少その他の社会経済情勢の変

化を踏まえた持続可能な整備の方向性について、本法施行後五年以内を目途として、

検討すること。 

三 高速道路の維持管理の重要性が増大していることに鑑み、本法施行後五年以内を目

途として、一及び二により公表又は検討された内容を踏まえ、道路関係四公団民営化

の趣旨にのっとり高速道路会社がより柔軟かつ多様な料金設定をすることとし、利用

者の利便性の向上に貢献し、ライフサイクルコストを最小化する観点から、道路整備

特別措置法第二十三条第一項第一号から第三号までに掲げる高速道路に係る料金の基

準等、高速道路資産の管理の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずること。 

四 定額制度をはじめ、あらゆる料金体系を国民経済と経済発展に資する観点から勘案

した上で、持続可能な高速道路を実現するために必要となる費用の負担の在り方につ

いて早急に検討し、高速道路の料金を永久に有料にするか、無料にするかの議論につ

いて、可及的速やかに結論を出すこと。 

五 高速道路の維持管理、更新に当たっては、新技術を活用した効率化やコスト縮減を

推進するとともに、維持管理等に係る費用の適正性等についての監査を適宜適切に行



うこと。 

三、参議院国土交通委員長報告（令和五年五月三一日） 

○蓮舫君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における審

査の経過と結果を御報告いたします。 

 本法律案は、高速道路その他の料金を徴収する道路の適正な管理及び機能の強化を図

るため、高速道路の料金の徴収期間の満了の日の延長、道路の通行等に係る料金徴収の

対象の明確化、高速道路において通行者等の利便の確保に資する施設と一体的に整備す

る自動車駐車場に係る貸付制度の創設等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、料金徴収期限を五十年

延長することの妥当性、追加する事業の優先順位や事業評価に対する考え方、今後の高

速道路整備と料金制度の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録に

よって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して田村智子委員より本

法律案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年五月三〇日） 

政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 本法施行後に追加する更新等のための事業については、協定変更時における点検技

術等を前提に、償還計画の前提となる高速道路の維持管理、更新等のライフサイクル

コストの算定及び推計の妥当性、費用対効果の観点から評価し、必要かつ合理的なも

ののみを対象とするとともに、その評価結果を随時公表すること。また、高速道路の

暫定二車線区間の四車線化に当たっては、審議会等を通じて当該事業の実施の必要性

について検討すること。 

二 老朽化した高速道路の維持管理、更新については、人口減少その他の社会経済情勢

の変化を踏まえた持続可能な整備の方向性について、本法施行後五年以内を目途とし

て、検討すること。 

三 高速道路のサービスエリア・パーキングエリアについては、大型車用を始めとする

駐車スペースを十分に確保するとともに、電動車の増加に対応できるよう急速充電器

や水素ステーション等のインフラ整備を計画的に推進すること。 

四 高速道路の維持管理の重要性が増大する中、本法施行後五年以内を目途として、利

用者の料金負担の抑制と利便性の向上に貢献し、ライフサイクルコストを最小化する

観点から、道路整備特別措置法第二十三条第一項第一号から第三号までに掲げる高速



道路に係る料金の基準等、高速道路資産の管理の在り方について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずること。 

五 今国会での議論において言及された定額制度を始め、あらゆる料金体系を地方創生

や国民生活と経済発展に資する観点から勘案した上で、利用者負担の抑制を図ること。

また、持続可能な高速道路を実現するために必要となる費用負担の在り方について早

急に検討し、高速道路の料金制度について、永久に有料にするのか、無料にするのか

の議論を進め、可及的速やかに結論を出すこと。 

六 高速道路の維持管理、更新に当たっては、新技術を活用した効率化やコスト縮減を

推進するとともに、維持管理等に係る費用の適正性等についての監査を適宜適切に行

い、その監査結果を随時公表すること。 

七 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構によって作成される償還計画におけ

る将来調達金利の見通しと将来交通量の推計の設定が債務返済の財源である貸付料の

推計に直結するものであり、その実績値が示されることは償還計画の妥当性を検証す

る上で必要であることから、「全国路線網」、「地域路線網」、「一の路線」のそれぞれ

の年度別の走行台キロベースの交通量の実績値に関する統計を早期に作成し、定期的

に公表することについて検討すること。また、将来調達金利の見通しについては、実

勢を踏まえた水準とすること。 

八 国民の暮らしを守り、国力を維持・強化する観点から、トラック輸送に代表される

物流の側面を含め、高速道路、鉄道等の交通モードのそれぞれの強みを最大限活用し

た総合的な交通ネットワークの構築を推進すること。 

  右決議する。 

  

 


